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Abstract: We have been developing the wireless LAN-based communication system with radio frequency identification 
system (RFID System) to transfer and share the safety information of victims and the information of damage and effects 
caused by the earthquake or the water disaster by typhoon. We proposed two-type RFID system that supports to confirm 
for safety and manage the position of victims. One is the passive-type and the other is active-type that used according to 
the level of ICT knowledge of citizen.
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1. 緒言
近年，各地で大規模な自然災害が発生しており，災害発

生時に被災者の安否・所在確認を迅速に行うためのシステ

ム開発が数多く進められてきている
(1) (2)

．しかしながら，

未だ普及しておらず，先の東日本大震災においても，被災

者の安否情報の共有化について情報システムやメディア，

情報通信キャリアに関する課題や災害時のあり方などが議

論されている
(3) (4)

．

このようなことから，我々の研究グループでは，以前よ

り自己完結型のネットワーク技術，すなわち既存のキャリ

アなどによらない技術で，被災情報を自律的に共有するシ

ステムの開発に取り組んできている．基本となる考え方は，

財源が限られている自治体で導入を可能にするため，すで

に実用化されている最新技術を用いることで，高性能・安

価なシステムを開発し，自治会単位で容易に住民の安否情

報などが共有できるシステムである．加えて，災害時のみ

を想定したシステムでは，日常からシステムに接していな

いため実際の運用がうまくできないことが想定されること

から，日常から高齢者などの生活支援（緊急通報など）に

活用でき，災害時には避難者の安否・所在確認が行えるシ

ステムの実用化を最終目標としている．

本研究では，まず，地震や風水害などによる災害発生時

から避難所生活を経て復興期に入るところまでを網羅する

避難者の安否確認，支援サービス情報共

有化システムを開発した．本文では，無

線 LANと RFIDによる避難所間の被災情

報共有システム，山口県周防大島町の防

災訓練時に実施した避難者安否・所在確

認実験の結果について述べ，本システム

の有効性を検証する．更に，現在開発し

ている生活支援（緊急通報）システムに

ついての概要も説明する．

2. 被災情報共有システム
2-1 自律無線ネットワークシステムと被
災情報交換共有ソフトウェア

被災時に災害対策本部や避難所間で共

有が必要な被災情報として，避難者の安

否情報，家屋の倒壊や公共インフラ（ガス，水道，電気な

ど）の破損情報の 2 種類がある．本システムは，これらの

被災情報を避難所間で共有するための交換共有ソフトウェ

アとネットワークシステムで構成される．

被災情報共有システムの基盤となるネットワークシステ

ムには，現在最も普及している無線 LAN（IEEE802.11）を

用いて，既存キャリアによらない自律型の無線ネットワー

クとして開発している（図 1）．避難所間の屋外における無

線ネットワークで有るにもかかわらず，無線 LAN 技術を

採用した理由は，現在もっとも普及している無線技術であ

り，備品などの入手性が高く，かつ端末価格が低いためで

ある．つまり，システムの長寿命化・保守性を高めながら

コストを低減させることで，財源の限られている自治体な

どの公共機関での導入を容易にすることができる．

被災情報交換共有ソフトウェアは，図 1 に示すように，

①避難所内のノートパソコンなどを用いて入力され，②無

線端末装置内の小型マイコン内のメモリに蓄積された被災

情報を③無線端末装置内の無線ルータを通して他の避難所

に伝送し，⑤伝送先の無線端末装置内の小型マイコンのメ

モリに蓄積する機能を持つ．このような無線端末装置間の

自律的なデータの相互交換を繰り返すことによって，全て

の避難所の小型マイコンが同じ情報を持つことになり，同

時にシステムとしての耐故障性を高めている．

Fig.1 Configuration of the network system connecting shelters. 
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2-2 避難者支援のための RFID タグによる情
報共有システム

本システムは，被災した住民が避難所に避

難してきた際に，避難している住民の正確な

安否情報と求められる支援サービスを適切・

迅速に提供することが目的である．避難者の

所在管理や受けている支援サービスなどの情

報を，災害対策本部において迅速に管理する

手段としては，近年急速に普及してきている

RFID 技術を活用することが最適であると考

えた．

本システムでは，避難者の技術的背景に合

わせて，アクティブ型とパッシブ型の 2 つの

方式の RFID タグを開発することにした
(5)
．

パッシブ型としては携帯電話や電子チケット

などで比較的慣れ親しんでいる IC カード

（Felica 方式
(6)
）を採用した.IC カードは，専

用のリーダライタにカードをかざして認識さ

せる．一方，ICT に不慣れで，リーダライタにカードをか

ざすことに慣れていない高齢者や要援護者らに向け，

ZigBee 規格
(7)
による自己発信式のアクティブ RFID タグを

新たに開発し，所持しているだけで所在管理が行えるよう

にした．

これらの RFID タグには，避難所の ID，入退所履歴，受

けた支援サービス履歴などを，サーバーのデータベースだ

けでなくタグ自体にも蓄積できるようにした．これを用い

れば，避難者が所持しているカードもしくはタグがあれば，

避難者の氏名，避難時の行動履歴を確認することもできる．

また，物資や食料の供給，健康状態の把握などの情報もタ

グに蓄積することにより，的確に避難者支援サービスを行

うことができる．

2-3被災情報提供システムの実証実験
山口県周防大島町橘地区で実施された防災訓練にて，避

難所に指定されている公会堂などを自律無線ネットワーク

システムでつなぎ，被災情報共有システムの実証実験を行

った．訓練の対象となった避難所は離島の公共施設を含め

た 6 ヶ所で，避難所間の距離は 0.2km～5.7km である．訓

練参加者は約 800 人で，うち 141 人（各避難所で 10～70
人）に IC カード（パッシブ型 RFID タグ），11 人にアクテ

ィブ型 RFID タグを発行し，一次避難所での入退所管理と，

対策本部への移動及び入所管理を行った．その結果，避難

所での入退所管理，避難所間移動，各避難所での被災情報

の共有を正確に行うことができた．

RFID タグの取り扱いについては，訓練参加者の 6 割以

上が 60 歳以上の IC カードなどの扱いに不慣れな高齢者で

あることから，実験当日の配布・利用には混乱が生じるこ

とも想定していたが，実際には大きな問題もなく運用する

ことができた（図 3）．実験後のアンケートにおいても，タ

グを用いた安否・所在管理システムに好意的な回答が多く

寄せられた．

3. 生活支援（緊急通報）システム
先に述べたように，防災システムは大規模災害が発生す

るまで，利用されることがないのが一般的である．そのた

め，膨大な予算をかけてシステムを整備することは，財源

が限られた自治体単独では困難である．加えて，万が一の

際に迅速に稼働させるためには，日常からの保守管理も必

要なため，導入がほとんど進んでいない．このようなこと

から，日常でも利用可能なシステムとして，地域住民や市

町村職員らにシステムの利用に慣れさせておくことで，災

害時に即座に目的を変更して利用できる防災システムとす

ることが望ましい．

このようなことから，我々は山口県の高齢社会も鑑み，

まず日常の生活支援システムとして，緊急通報システムと

RFID タグを用いた情報共有システムの融合を目標とした．

現在，緊急通報システムは従来の専用端末を用いたシステ
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Fig.2 Passivetype and active type RFID tag used in a shelter. 

Fig.4 Active type RFID tag (Bluetooth). Fig.3 Experiment of safty confirmation. 
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ムから，Android 端末などのタブレット型情報端末を用い

たシステムとしての開発が進められている
(8)
．そこで，本

システムにおいても，ZigBee 規格を用いて開発したアクテ

ィブ RFID タグを改良し，タブレット型情報端末に標準搭

載されている Bluetooth 規格
(9)
を利用するアクティブ RFID

タグを新たに開発した（図 4）．これにより，平常時は緊急

通報システムの遠隔通報ボタンとして，被災時には被災者

支援用 RFID タグとして機能するアクティブ RFID タグと

して利用することが可能となる．なお，アクティブ RFID
タグは加速度センサーを搭載しており，日常では「歩数計」

「転倒検知タグ」として機能することも可能であり，利用

者が常に身につけることを促す面を持ち合わせている．

4. 結言
現在最も普及している無線 LAN（IEEE802.11）と RFID

技術を用いた，災害時の被災情報を共有するシステムを開

発し，地域住民の参加する防災訓練内で実証実験を行い，

開発システムの有効性を検証した．また，いつ発生するか

わからない災害向けのみの防災システムから脱却するため，

日常用いることのできる緊急通報システムと融合した生活

支援システムを開発した．

今後は，本システムのブラッシュアップを進めると共に，

被災情報共有システムをベースにした電子回覧板システム

などの地域コミュニティシステムの開発に取り組む予定で

ある．
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